
                                                                                                                            

様式２ 

国立大学法人東京工業大学の中期計画 新旧対照表 

 

 

現  行 変 更 案 変更理由 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための

措置 

【35】教員等を適切に処遇するための年俸制・クロ

スアポイントメント制度や若手人材の循環に資する

ためのテニュアトラック制等の導入を促進する。特

に，年俸制については，適切な業績評価体制の構築

を前提に，退職手当に係る運営費交付金の積算対象

となる教員について年俸制導入等に関する計画に基

づき促進する。 

 

          
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成

するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための

措置 

【35】教員等を適切に処遇するための年俸制・クロ

スアポイントメント制度や若手人材の循環に資する

ためのテニュアトラック制等の導入を促進する。特

に，年俸制については，適切な業績評価体制の構築

を前提に，退職手当に係る運営費交付金の積算対象

となる教員について年俸制導入等に関する計画に基

づき促進する。さらに，40歳未満の優秀な若手教員

の活躍の場を全学的に拡大し，教育研究を活性化す

るため，若手教員の雇用に関する計画に基づき，退

職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員とし

ての雇用を，31％となるよう促進する。 

平成28年度国立大学改革強化推進補助金(特

定支援型)に採択され，若手教員(40歳未満)

のポスト拡大のための取組について，集中

的・重点的に行うため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                          東京工業大学－１ 

（備考） 

１．中期目標、中期計画共に変更する場合は、それぞれ別葉で作成してください。 

２．変更する箇所（現行、変更案両方）にアンダーラインを引いてください。 

３．変更のない項目については記載の必要はありません。 

４．様式は、Ａ４横の用紙に横書きとしてください。 

５．新旧対照表の枚数が複数になる場合は、両面印刷（長辺開き）とし、ホチキスはせず、クリップで留めてください。また、ページを記載してください。 

６．国立大学法人法第３５条で準用する独立行政法人通則法第２８条の４に基づき、国立大学法人評価の結果を適切に反映させることが必要であり、

そのために中期計画を変更する場合は、その旨を変更理由欄に明記してください。 
 
 



様式２ 

国立大学法人東京工業大学の中期計画 新旧対照表 

 

 

現  行 変 更 案 変更理由 

Ⅹ その他  

２．人事に関する計画  

○ 人事に関する基本方針 

(2)教員 

・教員等を適切に処遇するための年俸制・クロスア

ポイントメント制度や若手人材の循環に資するため

のテニュアトラック制等の導入を促進する。特に，

年俸制については，適切な業績評価体制の構築を前

提に，退職手当に係る運営費交付金の積算対象とな

る教員について年俸制導入等に関する計画に基づき

促進する。     
 

Ⅹ その他  

２．人事に関する計画  

○ 人事に関する基本方針 

(2)教員 

・教員等を適切に処遇するための年俸制・クロスア

ポイントメント制度や若手人材の循環に資するため

のテニュアトラック制等の導入を促進する。特に，

年俸制については，適切な業績評価体制の構築を前

提に，退職手当に係る運営費交付金の積算対象とな

る教員について年俸制導入等に関する計画に基づき

促進する。さらに，40 歳未満の優秀な若手教員の活

躍の場を全学的に拡大し，教育研究を活性化するた

め，若手教員の雇用に関する計画に基づき，退職金

に係る運営費交付金の積算対象となる教員としての

雇用を，31％となるよう促進する。 

 

平成28年度国立大学改革強化推進補助金(特

定支援型)に採択され，若手教員(40歳未満)

のポスト拡大のための取組について，集中

的・重点的に行うため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                          東京工業大学－２ 

（備考） 

１．中期目標、中期計画共に変更する場合は、それぞれ別葉で作成してください。 

２．変更する箇所（現行、変更案両方）にアンダーラインを引いてください。 

３．変更のない項目については記載の必要はありません。 

４．様式は、Ａ４横の用紙に横書きとしてください。 

５．新旧対照表の枚数が複数になる場合は、両面印刷（長辺開き）とし、ホチキスはせず、クリップで留めてください。また、ページを記載してください。 

６．国立大学法人法第３５条で準用する独立行政法人通則法第２８条の４に基づき、国立大学法人評価の結果を適切に反映させることが必要であり、

そのために中期計画を変更する場合は、その旨を変更理由欄に明記してください。 
 
 


